
■委員長報告概要■ 
 

 

令和 8 年 9月定例会 

総務文教常任委員会 

議 案 件 名 
議案第 55号 山陽小野田市税条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

概 要 

主に、個人市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書

に関する規定を整備し、及びいわゆるわがまち特例においてバリ

アフリー改修が行われた特別特定建築物に係る特例措置が新設さ

れたことに伴い固定資産税の減額割合を定めるもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊公益信託制度の見直しにより、受託者が公益法人、ＮＰＯ法人等

に拡大され、信託財産が不動産、美術品等に拡大されたことに伴

い、関連規定を整備する。 

＊住宅借入金等特別税額控除の延長による令和 7 年度の市税減収

額は 4,692 万 8,976 円であるが、地方特例交付金として全額国

費で補塡される。 

＊わがまち特例に係る二つの減額割合については、本市に特段の

事情がないことから、いずれも参酌基準どおりの割合とする。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 
議案第 56号 山陽小野田市都市計画税条例の一部を改正する条例

の制定について 

概 要 

わがまち特例において、バリアフリー改修が行われた特別特定

建築物に係る特例措置が新設されたことに伴い都市計画税の減額

割合を定めるもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊わがまち特例の減額割合については、本市に特段の事情がない

ことから、参酌基準どおりの割合とする。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 
議案第 57号 山陽小野田市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 

概 要 
地方自治法施行規則の一部改正に伴い引用条文にずれが生じる

ため、所要の改正を行うもの 

論点又は審査に ＊地区運営協議会は認可地縁団体に該当し得るものであり、不動



よって明らかに 

なった事項など 

産取得等の際には制度の活用を案内していく。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 
議案第 61号 山陽小野田市立学校施設使用料条例の一部を改正す

る条例の制定について 

概 要 

認定地域クラブ等が学校施設を効率的に利用できるよう、学校

開放の対象施設を明示し、及び 1時間単位の使用料を設定するも

の 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊改正の目的は、認定地域クラブ活動への円滑な移行に向けた学

校施設の効率的な利用と利用実態に応じた使用料設定である。

また、防球ネットが設置してある屋内運動場については、半面貸

しの明確化により、同一時間帯での複数団体利用も可能となる。 

＊鍵の貸出し・返却については、オンライン予約システムの導入に

合わせてリモートによる管理に移行する予定である。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 議案第 62号 物品の購入について 

概 要 

中学校分の 1人 1台端末を更新するため、1,689台のタブレッ

ト端末を 9,289万 5,000円で購入するもの 

山口県のＧＩＧＡスクール用端末共同調達審査部会のＣｈｒｏ

ｍｅＯＳ審査会が株式会社大塚商会広島支店を最優秀提案者とし

たため、同社と購入契約を締結するもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊令和 2年度と比較して端末単価はやや上昇しているが、5年間の

運用実績を踏まえソフトウェア調達方針を見直した結果、1人当

たりの調達総額が減額となっている。 

＊更新により不要となる旧端末は、埴生幼稚園、給食センター等で

の再利用のほか、公立図書館の貸出し用端末、放課後子供教室等

での活用を検討している。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 



■委員長報告概要■ 
 

 

令和 8 年 9月定例会 

民生福祉常任委員会 

議 案 件 名 
議案第 44号 令和 7年度山陽小野田市国民健康保険特別会計歳入

歳出決算認定について 

概 要 

歳入総額 67 億 116 万 118円に対し、歳出総額 65 億 6,406万 595

円となり、差引き 1 億 3,709万 9,523 円の黒字となった。 

年度末基金残高は 6 億 4,590万 3,467 円となった。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊被保険者数は年々減少傾向にあり、令和 7 年度末の被保険者数

は 9,314人で、前年度から 577人減少した。 

＊現年度分保険料収納率は 96.59％である。前年度から 0.51 ポイ

ント上昇し、過去最高の収納率となった。 

＊単年度収支で見ると約 3,000 万円のマイナスであり、黒字は前

年度からの繰越金によるものである。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

議 案 件 名 
議案第 45号 令和 7年度山陽小野田市介護保険特別会計歳入歳出

決算認定について 

概 要 

歳入総額 69 億 2,376 万 5,589円に対し、歳出総額 67億 8,222

万 8,636円となり、差引き 1 億 4,153万 6,953円の黒字となっ

た。 

年度末基金残高は 6 億 3,053万 720円となった。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊要介護認定者数は 2,942人となり、前年度と比較して 40人増加

した。 

＊保険給付費の支出済額は、総額 61億 2,994万 499円で、本特別

会計の歳出総額の約 90.4％を占めており、令和 6 年度と比較し

て約 1.4％増加している。 

＊介護給付費準備基金残高は、前年度と比較して約 7％（4,977 万

円）減少した。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定  
 

 

 
 



 

議 案 件 名 
議案第 46号 令和 7年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計歳

入歳出決算認定について 

概 要 
歳入決算額 14 億 17 万 38 円に対し、歳出決算額 13 億 9,921 万

4,711 円となり、差引き 95 万 5,327円の黒字となった。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊被保険者数は 1 万 2,229 人となり、前年度と比較して 285 人増

加した。 

＊現年度分保険料収納率は 99.7％であり、高い収納率を維持して

いる。 

＊令和 7 年 12 月時点で、マイナ保険証の登録率は 78.24％、利用

率は 44.92％である。 

討 論 
反対：後期高齢者医療制度は、年齢によって医療保険を区別するも

ので問題があるため。 

結 果 賛成多数で認定 

 

議 案 件 名 議案第 48号 令和 7年度山陽小野田市病院事業決算認定について 

概 要 

病院事業収益は 52 億 4,325 万 794 円に対し、病院事業費用は 53

億 6,985万 1 円となり、差引き 3,252万 1,623円の赤字となっ

た。 

年度末未処理欠損金は 32 億 8,111万 5,078円となった。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊入院患者数は 6 万 2,790 人と過去最多を記録し、病床稼働率は

86.4％、入院単価は 4 万 4,842 円といずれも過去最高水準とな

った一方、外来患者数は 9万 2,914 人と減少傾向にある。 

＊医業収益は前年度比 101.5％の 45億 6,671万 729円となったが、

給与費の増加等により、医業収支は 4 億 5,164 万 8,872 円の損

失となった。 

＊経常収支は 3,470 万 547 円の損失となったが、一般会計繰入金

の増額等により、前年度から 2億 8,960 万 4,874円改善した。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

 
 



■委員長報告概要■ 
 令和 8 年 9月定例会 

産業建設常任委員会 

議 案 件 名  
議案第 43号 令和 7年度山陽小野田市駐車場事業特別会計歳入歳

出決算認定について 

概 要 

歳入決算額 8,189 万 7,664 円、歳出決算額 4,377 万 5,928 円、

差引き 3,812 万 1,736 円となった。主な内容は、歳入では、駐車場

使用料であり、歳出では、駐車場事業費である。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊駐車場整備工事に係る不用額は、工事に対して見込んでいた地

盤の安定処理費用が不必要となったことによるものである。 

＊身障者駐車枠を 1 台増設したのは、バリアフリー法に基づく計

算によるものである。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

議 案 件 名  
議案第 47号 令和 7年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会

計歳入歳出決算認定について 

概 要 

 歳入決算額 270 億 5,558万 9,593円、歳出決算額 275 億 3,866

万 5,845円、差引き 4 億 8,307万 6,252 円の不足となったため、

地方自治法施行令第 166条の 2の規定に基づき、令和 8 年度の歳

入を繰り上げてこれに充てる。 

 単年度収支については、1 億 6,009万 3,395円の黒字で、主な

内容は、歳入では勝車投票券発売収入であり、歳出では競走事業

費である。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊委託料の施設改善費 440 万円の不用額については、地権者への

駐車場返還が実現に至らなかったことによるものである。 

＊払戻金の時効収入増額は他場の専用場外で多く発生しているた

め、関係者に周知徹底を要請していく。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定   
 

 

 
 

 

 



 

議 案 件 名 議案第 49号 令和 7年度山陽小野田市水道事業決算認定について 

概 要 

収益的収入は、総額 15億 884万 4,358 円、収益的支出は、総

額 14 億 3,900万 8,954円となったため、税処理後の損益計算で

は、単年度純利益が 6,983万 5,404円生じた。 

資本的支出は、建設改良費及び企業債償還金の総額が 13 億

4,973 万 1,909円となり、これに対する財源として、資本的収入

の企業債、工事負担金、出資金等を 6億 2,355万 3,107 円充てた

ため、差引不足額が 7 億 2,617万 8,802 円生じたが、損益勘定留

保資金等のほか積立金を 2億 805 万 9,014円取り崩して補塡し

た。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊契約件数が増加しているにもかかわらず使用水量に反映されて

いないのは空き家や単身、高齢者世帯など使用水量の少ない契

約割合が増えていることによる。 

＊近年の高金利の影響は重大な問題と認識しており、今後は費用

を圧縮すると同時に財政計画を見直していく。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

議 案 件 名  
議案第 50号 令和 7年度山陽小野田市工業用水道事業決算認定に

ついて 

概 要 

 収益的収入は、総額 3億 2,363 万 1,570 円、収益的支出は総額

3億 103万 2,305 円となったため、税処理後の損益計算では、単

年度純利益が 2,259 万 9,265円生じた。 

 資本的収支は、建設改良費及び企業債償還金で総額 1,706万

8,366 円となり、生じた不足額について、過年度分損益勘定留保

資金等のほか積立金を 1,473万 8,194 円取り崩して補塡した。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊2 社になったユーザーの利用の状況を見ながら県と維持管理に

ついて協議していたため、管路更新率がゼロパーセントとなっ

た。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

 
 

 



議 案 件 名 
議案第 51号 令和 7年度山陽小野田市下水道事業決算認定につい

て 

概 要 

 収益的収支については、収入総額 19 億 4,317万 5,792 円に対

し、支出総額が 19 億 776万 6,816 円となり、税処理後の損益計

算では、単年度純損益は発生していない。 

 資本的収支については、収入総額 11 億 791万 9,925円に対

し、支出総額が 19 億 291万 3,709 円となり、差引不足額が 7 億

9,499 万 3,784円生じたが、消費税及び地方消費税資本的収支調

整額並びに損益勘定留保資金等で補塡した。 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊人口が集中する大型団地への取り込みは令和 5 年度の南松浜団

地が最後であり、以降は実施していない。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で認定 

 

議 案 件 名 
議案第 54号 令和 8 年度山陽小野田市水道事業会計補正予算（第

1回）について 

概 要 
 今回の補正は、配水管移設の工事内容変更により資本的収支に

計上していた予算を収益的収支へ振り替えるもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊下水道工事に伴う仮設配管の本設化を予定していたが、撤去工

事のみとなり費目変更となった。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 



議 案 件 名 
議案第 58号 山陽小野田市道路占用料徴収条例の一部を改正する

条例の制定について 

概 要 

市の道路の占用する場合の使用料について、算定根拠としてい

る山口県道路占用料徴収条例の一部改正に伴い、所要の改正を行

うもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊今回の改正で道路占用料は約 230 万円の増収を見込んでいる。 

＊占用料の見直しはおおむね 3 年に 1 回、固定資産の見直しに合

わせて行っている。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 
議案第 59号 山陽小野田市法定外公共物管理条例の一部を改正す

る条例の制定について 

概 要 

法定外公共物の道路を占用する場合の使用料について、算定根

拠としている山陽小野田市道路占用料徴収条例の一部改正に伴

い、所要の改正を行うもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊今回の改正で法定外公共物の占用料は約 11万円の増収を見込ん

でいる。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名 
議案第 60号 山陽小野田市都市公園条例の一部を改正する条例の

制定について 

概 要 

 都市公園を占用する場合の使用料について、算定根拠としてい

る山陽小野田市道路占用料徴収条例の一部改正に伴い、所要の改

正を行うもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

＊今回の改正で都市公園の占用使用料は約 7 万円の増収を見込ん

でいる。 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

 

 
 



議 案 件 名 
議案第 63号 令和 7年度山陽小野田市水道事業会計未処分利益剰

余金の処分について 

概 要 

令和 7 年度水道事業会計決算における未処分利益剰余金 2 億

7,789 万 4,418円の処分について、6,983万 5,404 円を建設改良

積立金に積み立て、残る 2億 805 万 9,014円を資本金に組み入れ

るもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

さしたる質疑なし 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

 

議 案 件 名  
議案第 64号 令和 7年度山陽小野田市工業用水道事業会計未処分

利益剰余金の処分について 

概 要 

令和 7 年度工業用水道事業会計決算における未処分利益剰余金

3,733 万 7,459円の処分について、全額を建設改良積立金に積み

立てるもの 

論点又は審査に 

よって明らかに 

なった事項など 

さしたる質疑なし 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 
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■委員長報告概要■ 

 令和 8 年 9 月定例会 

一般会計予算決算常任委員会 

議 案 件 名 
議案第 42号 令和 7年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定に

ついて 

概 要 

【総括】 

歳入決算額は 358 億 9,689 万 8,422 円で、執行率は 95.9％、歳出

決算額は 353 億 7,786 万 7,046 円で、執行率は 94.5％となった。 

 

【歳入】 

前年度と比較して、市税、地方交付税及び国庫支出金などの増に

より 22 億 8,472 万 9,312 円増となった。 

 

【歳出】 

 前年度と比較して、きらら交流館再整備事業や市民体育館整備事

業、各種選挙が執行されたことによる経費の増や大学費における施

設整備補助金の増により 23 億 49 万 4,474 円増となった。 

 

【歳入歳出差引額】 

5 億 1,903 万 1,376 円となり、翌年度に繰り越すべき財源 4,846 万

1,600 円を除き、実質収支は 4 億 7,056 万 9,776 円の黒字となった。 

論点又は質疑に

よって明らかに

なった事項など 

【歳入】 

〇1 款 市税 

 前年度比 3.5％増の 106 億 1,519 万 4,374 円 

 

〇11 款 地方交付税 

 前年度比 6.6％増の 93 億 7,913 万 9,000 円 

 

〇15 款 国庫支出金 

 前年度比 11.9％増の 55 億 5,469 万 4,423 円 

 

【歳出】 

【ハロウィンイベント実施事業】 

○本市の認知度向上・交流人口増加等を目的に、若者をメインター

ゲットにして令和元年度から実施しており、令和 7 年度は、おの

だサンパークでスマイル・ハロウィンパーティーを開催した。決

算額はスタジオ・スマイル補助金 470 万 3,000 円 



2 

 

○成果指標のうちデジタルスタンプラリー参加者数とパーティー集

客数は目標未達となり、デジタルスタンプラリーは令和 8 年度に

廃止することとした。 

〇事業への集客数は、おのだサンパークの来場カウンターによる来

場者数としている。 

 

【中学生の文化・スポーツ活動体制整備推進事業】 

○休日の中学校部活動の地域クラブ活動への移行に向け、令和 7 年

度は実証事業を実施した。決算額は 486 万円 

〇中学校体育連盟への未登録事例があったため、教育委員会と連携

してアンケート調査等により周知状況を把握することを検討して

いる。 

（主な質疑） 

＊「実証事業の中身はどういったものか」との質疑に「市内 7 種目

11 団体が部活動の受皿として活動したものである」との答弁 

 

【空家等活用促進区域活性化事業】 

○空家等の活用が必要と認められる区域を空家等活用促進区域とし

て定め、空家等の活用を通じて、地域における経済的社会的活動

を促進するもの。目標達成度については実績がないことから「Ｄ」

としているが、Ａスクエアが建設されてＬＡＢＶプロジェクトに

よってにぎわいを創出しようしている地域であること、また、空

き家を活用することでにぎわいの創出を進めていきたいと考えて

いることから、促進区域として定めている。 

（主な質疑） 

＊「空き家を活用する具体的な施策とは何か」との質疑に「周知方法

の見直しや空き家バンク運営で培ったノウハウを生かし、相談者

と所有者とのマッチング支援を強化している。また、空地活用促

進補助事業金は、空き家を解体して店舗を建てることから非常に

ハードルが高いため、既存店舗の空き室を改修するという商工労

働課の所管となる「空き店舗リニューアル補助金」の活用等も含

め、相談内容に応じて適切な補助制度を案内している」との答弁 

 

【自立支援給付事業（就労選択支援）】 

※事業評価について 

（主な質疑） 

＊「今後の方向性の理由に、「新規事業でもあることから、さらなる

周知をしていただきたい」とあるが、対象者 7 人全員に行われて

いるのに、さらなるとはどういうことか」との質疑に「Ｂ型新規利
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用者だけではなく、Ａ型・Ｂ型利用者のうち希望者も入るという

ことである」との答弁 

 

【加齢性難聴者補聴器購入助成事業】 

※事業評価（修正後）について 

（主な質疑） 

＊「今後の方向性の理由に、「現在の対象者基準で事業を継続すべき」

とあるが、その他特記事項には「助成対象者の基準について検討

していくべきである」とある。この意味は何か」との質疑に「全体

として現在の対象者基準で事業を継続すべきという意見であった

が、事業対象の基準について検討すべきではないかという委員も

いたためである」との答弁 

 

【子ども医療費助成事業】 

○子育て世代の経済的負担軽減を目的とし、児童の保険適用医療費

の自己負担分を助成するもの 

（主な質疑） 

＊「なぜ高校 3 年生までを対象とすることを検討しないのか」との

質疑に「多額の財源を要する施策をどこまで充当するか、総合的

に判断したためである」との答弁 

※事業評価について 

（主な質疑） 

＊「成果の方向性とコスト投入の方向性がともに現状維持であるに

もかかわらず、今後の方向性の理由が白紙なのはなぜか」との質

疑に「一つの意見にまとめられなかったためである」との答弁 

 →委員会を休憩し、民生福祉分科会の委員間で協議し、「本市の財

政状況を鑑み、現在の助成対象範囲を適正と判断するため」と

いう文言を事業評価表の中の「今後の方向性の理由」に追加。 

 

【小野田地区公立保育所整備事業】 

○公立保育所再編基本計画に基づき、小野田地区にある日の出保育

園について、現在の定員 120 名と同じ規模で、既存園舎の北側土

地に建替えを行うもの 

〇保護者の迎え等のときに工事車両の通行を制限したり、ネットを

張って防音対策をしたりすることで、在園児に対する配慮をして

いる。 

（主な質疑） 

＊「建設後の交通安全等の対策はどうなるのか」との質疑に「一方通

行的な動線を想定している」との答弁 
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【避難所備蓄品整備事業】 

○南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害の発生に備え、避

難所における良好な生活環境を確保するため、食料品や生活用品

などの備蓄品を計画的に整備するもの 

（主な質疑） 

＊「24 時間以内に温かい食事を提供でき、被災者の満足のいくもの

になっているのか」との質疑に「まずは命をつなぐことを優先し

て、保存性が高く、すぐ食べられるアルファ米やクラッカー、ミル

ク等を整備する。また、温かい食事については応援物資や日赤奉

仕団等への要請を通じて順次対応する」との答弁 

 

【小規模土木事業】 

○生活に密接する公共性の高い道路、水路等を整備する自治会に助

成金を交付し、生活環境の向上を図るもの。自治会の規模に応じ

た負担割合については、世帯数、人口数など様々な要素があり、自

治会の大小の線引きについては今後の検討課題である。 

（主な質疑） 

＊「地域の自治会からは「自治会負担を減らしてほしい」というよう

な声がこれまでにもあったが、どのような質疑があったか」との

質疑に「7 割補助でも待機件数がある現状では、補助率の引上げは

見送りたい」との答弁 

 

【通学路安全対策事業】 

○通学路の路側帯の整備や歩道の拡幅等を行い、児童生徒の通学の

安全向上を図るもの 

（主な質疑） 

＊「上がってきた必要な計画の場所と工事の進捗率は」との質疑に

「完了が 4 路線、実施中が 7 路線、未着手が 8 路線で、危険性の

高さ、関係団体との協議を踏まえて、優先順位を設定し、今後も計

画的に実施していく」との答弁 

 

【自由討議】 

※主に、附帯決議案について 

〇ハロウィンイベント実施事業について 

恒松恵子委員から、「今回の附帯決議案では、今まで見られなか

った具体的な 4 項目の見直しについて示されているが、それを検

討されるのであれば、文言の中にある「事業の廃止を含めた」とい

うのは極論ではないか。「事業の廃止を含めた」という文言を削除
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してはどうか」との意見があったため、委員会を休憩した。 

再開後、恒松恵子委員から、「令和 9 年度当初予算審査までに、

下記事項について抜本的な改善がなされるよう強く求める。」との

修正案が提示され、総務文教分科会の委員で取扱いを協議するた

め、再び委員会を休憩した。 

  再開後、中岡英二総務文教分科会長から「当該案については、総

務文教分科会が示した附帯決議案の内容と矛盾しないため、反対

しない」との発言があり、附帯決議案文の修正を決定した。 

 

○中学生の文化・スポーツ活動体制整備事業について 

  さしたる意見なし 

 

〇飼い主のいない猫不妊・去勢手術補助事業について 

矢田松夫委員から「令和 7 年度の事業審査でも分かるとおり、

既に 102.18％の活動実績が報告されており、予算執行を大幅に超

えている。しかし、令和 8 年度の予算が大幅に減額されているの

で、増額を求める内容となっていると思う。ただ、手続について

は、補助金交付要綱の改正を求めるということを別途やればいい

と思う」との意見があり、宮本政志委員からも「この附帯決議案で

異議はない」との意見があった。 

 

以上を踏まえ、附帯決議を提出すべきであると決定した。 

討 論 

反対：市民の命を守る市政についてでは、災害避難所を国際基準と

する取組が遅れている。また、猛暑から市民を守る取組が大変

不十分で、昨年は大変悲しい事件も起きている。 

子供の医療費助成制度についてでは、いまだに中学校卒業ま

で無償化となっており、これは県内標準となった高校卒業まで

無償化が実現している中で、もう一歩踏み出すことが求められ

ているにもかかわらず、大きく立ち遅れている。 

ＬＡＢＶを高く評価されているが、市民がこの施設を核施設

として、市のまちづくりを進めていく取組がなかなか進んでい

ない。市民を中心とした取組が求められている。 

市民の公共の足となる交通システムについてでは、一部にと

どまり、市民が免許証の返納を後悔する事態が続いている。江

汐公園の改修についてでは、本来なら照明の改修などにとどま

らず、清潔な洋式トイレへの改修が重視されるべきであるが、

実行されていない。 

ハロウィンイベントは市民の認知度が上がっておらず、市民

の要望に沿った事業の見直しが必要である。 
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結 果 賛成多数で認定 

附 帯 決 議 案 中岡英二副委員長から最終の附帯決議案が提出された。 

結     果 全員賛成で委員会提出決議案として提出 

 

 

 

議 案 件 名 
議案第 53号 令和 8 年度山陽小野田市一般会計補正予算（第 3回）

について 

概 要 

今回の補正は、減債基金及び公立大学法人山口東京理科大学運営

基金積立事業、小野田地区保育所整備事業、サステナトレセンプロジ

ェクト、緊急銃猟実施業務など、取り急ぎ措置すべき案件についての

補正であり、歳入歳出それぞれ 2 億 5,379 万 7,000 円を追加し、予

算総額を 364 億 8,206 万 7,000円とするもの 

論点又は質疑に

よって明らかに

なった事項など 

【歳入】 

 さしたる質疑なし 

 

【歳出】 

○6款 農林水産業費  

 ・2 項 2目林業振興費 39 万 6,000円の増額 

   近年クマの出没が頻発しており、市民の安全を守り、農作物の

被害を軽減するため、迅速に捕獲、あるいは緊急銃猟という「市

街地などの人の日常生活圏に出没した場合に、安全確保などの

条件を満たした場合に限り、市長の判断により銃器を使用した

捕獲などができる制度」などへの対応体制を整備するもので、従

来行われている有害鳥獣捕獲事業ではなく、危険鳥獣であるク

マやイノシシの対策に係るものである。 

（主な質疑） 

＊「工場の中に入ったため、その工場内で猟銃が使われるというよう

な事例を全国では見ているが、訓練等をされた上で当たるのか」と

の質疑に「今回の費用の内訳は、捕獲者であることが分かる証票、

保険料、猟友会への委託契約であるので、専門的な知識があると判

断している」との答弁 

討 論 討論なし 

結 果 全員賛成で可決 

    


